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Ⅰ　はじめに

　マーケティング・チャネル（以下、ときど

きチャネルと略すことがある）には、様々な

タイプのものがあるので、そのそれぞれにお

ける状況は様々なものになるのは当然であ

る。マーケティング・チャネルがどのように

統制・管理されているのかという観点から分

類すると、誰も統制・管理していないチャネ

ル、製造業者が主導するチャネル、小売業者

が主導するチャネル、卸売業者が主導する

チャネル、戦略提携によるチャネル、といっ

た具合に様々なものがある。

　チャネルにはこのように様々なものがある

のであり、そのそれぞれにおける統制・管理

の仕方は本来異なるものなのである。しかし

ながら、あまりにも大規模小売業者へのパ

ワーシフトに目を奪われすぎると、従来チャ

ネルには大規模製造業者が主導するものばか

りがあり、そこにおいては強制力等の行使に

よる統制・管理がなされてきたが、パワーシ

フトという状況変化により、大規模製造業者

と大規模小売業者間での戦略提携によるチャ

ネルの方がより有利になったという短絡的な

考え方に陥ってしまうことになる。

　戦略提携によるチャネルというものは、状

況変化により関係解消となるので、さほど安

定的なものではないし、そうしたタイプの

チャネルが全てではない。しかしながら、不

思議なことに、誰も統制・管理していない

チャネル、製造業者が主導するチャネル、小

売業者が主導するチャネル、卸売業者が主導

するチャネル、戦略提携によるチャネル、と

いった具合に様々なタイプのチャネルがある

のにも関わらず、戦略提携によるチャネルに

妥当することが、他のタイプのチャネルにも

妥当するかのような理解が、戦略提携による

チャネル研究がさほど盛んではなくなった現

在においても依然として残っていると思われ

るのである。

　ここでは、ごく限られた部面にしかみられ

ない戦略提携によるチャネルは、チャネルの

全てを代表するものではなく、所詮はその一

部分でしかないので、様々なタイプのチャネ

ルを念頭に置いた、より幅広い視点から、

チャネルの統制・管理の問題を検討すること

にする。その際、特に、垂直マーケティン

グ・システムの統制・管理を誰が行うべきな

のかを中心に検討することにする。このよう

な検討を行うことで、垂直マーケティング・

システムが、様々な主体により統制・管理さ

れていることを示すことにする。そして、大

規模小売業者へのパワーシフトがなされたと

される現在においても、垂直マーケティン

グ・システムを大規模製造業者だけでなく、

大規模小売業者、大規模卸売業者が依然とし

て、統制・管理していることを示すことにす

る。

マーケティング・チャネルの統制・管理は誰が行うべきか？

高　橋　秀　雄　
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Ⅱ　チャネルの事情による統制・管理の在り  

方の相違

　

　L.P.Bucklin（1968）は、チャネル統制の

状況に関して、チャネルを構成するチャネル

参加者間で、いずれのチャネル参加者も、他

のチャネル参加者に対して影響力を行使する

ことがみられない自律的統制がなされている

チャネル、チャネル参加者間で、ある程度の

権威が存在していると、チャネル参加者間で

共同統制の状態が創出されることによる共同

統制のチャネル、ただ一つの企業のみが権威

を維持するところにみられる集権的統制がな

されているチャネルの 3 つを区分している
（1）。

　Bucklin（1968）は、これらの 3 つについ

て詳しく説明していないが、まず、チャネル

に特定のチャネル・リーダーが存在せず、誰

も統制しようとしない自律的統制によるチャ

ネルというのは、伝統的チャネルに該当する

ものとみられる。チャネルにおいて、有力な

チャネル参加者が存在せず、中小製造業者、

中小卸売業者、中小小売業者からチャネルが

構成されており、そこで流通する製品がさほ

ど差別化されておらず、ブランド力もさほど

ない場合には、いずれのチャネル参加者も影

響力を行使することはできないであろうし、

たとえ影響力を行使しようとしたとしても、

そうしたことにはあまり意味がない。チャネ

ルには、それを構成する個々のチャネル参加

者の自律性が高く、統制されていないものも

あるのである。

　次に、共同統制によるチャネルというの

は、例えば、チャネル参加者として、大規模

製造業者、大規模小売業者が加わっており、

大企業間での共同統制がなされているものの

ことをいうのであろうが、戦略提携による

チャネルというのは、共同統制によるチャネ

ルの一形態であるとみられる。この共同統制

によるチャネルは、戦略提携とまではいかな

くても、例えば、あるタイプの製品の流通・

販売に関して、大規模製造業者と大規模小売

業者との間で何らかの協調的な活動がなされ

ているものが含まれる。

　また、ただ一つの有力なチャネル参加者の

みが権威を持っており、その参加者によって

集権的な統制がなされているチャネルである

が、これには例えば、フランチャイズ・シス

テムによってチャネルを展開し主導する有力

な製造業者によって構築されるものが挙げら

れる。特定のチャネル・リーダーが主導する

チャネルというと、大規模製造業者によって

構築されるものばかりだと思われがちである

が、例えば、複数の中小製造業者をその傘下

に置き、それらが製造した製品を仕入れて

様々な小売業者に流通・販売する大規模卸売

業者が構築し主導するチャネルというのもあ

るのである。また、大規模小売業者が、例え

ば、そこで取り扱っているプライベートブラ

ンド商品等の製造を委託している様々な中小

製造業者を、その統制下に置いている場合に

は、大手小売業者主導のチャネルが成立する

ことになる。こうしたチャネルには、パワー

の非対称性がみられるし、いうまでもなく戦

略提携によるチャネルではない。

　以上のように、個々のチャネルの事情に

よって、チャネル統制の状況、言い換えれ

ば、チャネルの統制・管理のなされ方には

様々なものがあるのである。大規模製造業者

から巨大な購買力がある大規模小売業者へと

パワーシフトがなされたので、大規模製造業

者主導のチャネルが立ちいかなくなり、戦略

提携によるチャネルが一般的なものになるな

どということが起こり得るわけがない。一部

の製品分野のチャンネルにおける大規模製造

業者と大規模小売業者との間の関係が変化し

ただけである。つまり、それ以外のチャネル

関係をみてみると、大規模製造業者が主導す

るチャネルにおいては、大規模製造業者と中

小小売業者との関係が根本的に変化している

わけではない。それゆえ、依然として、大規
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模製造業者主導のチャネルが存在するのであ

る。もちろん、それ以外にも大規模卸売業者

主導のチャネル、大規模小売業者主導のチャ

ネルが存在するのである。実際のチャネルに

は、何ら統制・管理されていない伝統的チャ

ネル、大規模製造業者主導のチャネル、大規

模卸売業者主導のチャネル、大規模小売業者

主導のチャネル、共同統制のチャネル（戦略

提携によるものも含まれる）、といった様々

なものがあるのである。

　

Ⅲ　チャネルの統合や結合の仕方の相違によ  

るチャネル・タイプの分類

　上述の Bucklin（1968）のチャネルにおけ

る統制の状況に関する議論に基づいて、チャ

ネルのタイプを区分すると、大まかにいって

伝統的チャネル、垂直マーケティング・シス

テム、共同統制によるチャネル（戦略提携に

よるチャネル等）の 3 つがあるということに

なる。この 3 つの分類は、それぞれのタイプ

のチャネル間での統合・結合法の相違による

タイプ分類と言い換えることもできる。

（１）　伝統的チャネル

　まず、伝統的チャネルというのは、特定の

製品種類の流通・販売に関わっている製造業

者、卸売業者、小売業者のそれぞれの自律

性、独立性が高く、特定のチャネル・リー

ダーにより統制・管理されていないチャネル

のことである。B.Berman（1996）によれば、

このタイプのチャネル（伝統的チャネル）の

特徴は、そのチャネル構造がさほど公式化さ

れていないこと、チャネルに参加している

各々の流通業者が自律的な行動をとること、

システム全体の目標が設定されていないこ

と、チャネル全体としてのパフォーマンスに

ではなく、個々のチャネル参加者のパフォー

マンスの最大化に関心があること、といった

ものである
（2）。

　L.W.Stern and A.I.El-Ansary（1977）は

伝統的チャンネルについて、「チャネル参加

者間の調整は、取引や交渉によって主として

達成される」としている（3）。Stern and El-

Ansary（1977）は、この伝統的チャネルで

は、多くの意思決定者、つまり、多くのチャ

ネル参加者は、「マーケティング過程の一段

階での費用、販売高や投資関係」に関心があ

りがちであるとしている（4）。つまり、伝統

的チャネルでは、個々のチャネル参加者間で

の個別の取引や交渉において、チャネル活動

の調整がなされ、個々のチャネル参加者は、

各々が位置する生産者の段階、卸売段階、小

売段階のそれぞれにおける費用や売上高等に

しか関心がないということがみられるという

のである。チャネル参加者の自律性が高く、

基本的に個々のチャネル参加者は、他のチャ

ネル参加者とともに、特定の製品種類の流

通・販売に関わるというものの、チャネル全

体の利益というよりも自社の利益に専ら関心

があるので、このようなことがみられるので

ある。

　伝統的チャネルにおいては、特定の製品種

類の流通・販売に、各チャネル参加者がある

程度協調した活動を行うものの、特定のチャ

ネル全体としての目標を設定して、チャネル

参加者の全てがその達成に向けて活動すると

いったことはみられないし、チャネル全体と

しての効率性の向上やパフォーマンスの向上

を図るということはみられないのである。つ

まり、伝統的チャネルにおける個々のチャネ

ル参加者は、上述のように、自社の利益につ

ながることに関心があるのであり、チャネル

協調は、その都度なされるチャネル参加者間

での個々の交渉・取引により達成されるだけ

であり、包括的なものではない。

　伝統的チャネルというのは、よくみられる

タイプのチャネルであるが、その取扱製品を

流通・販売しようとする製造業者が、単に幅

広い販路を確保できればよいと考えており、

自社製品のブランド・イメージの維持、流通

業者の自社製品の販売の仕方の統制等に関心
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シェア拡大やチャネル全体としての売上高増

加等に向けて、統制・管理や活動調整等がな

されることになる。垂直マーケティング・シ

ステムが構築されている製品分野をみてみる

と、自動車や化粧品（特に特定販路専用の化

粧品、制度品の化粧品、直販専用の化粧品）

などでみられるのであるが、そこでは製品の

販売時の販売の仕方や付帯的サービスの提供

を統制する必要性、アフターサービスの提供

体制の確保、ブランドイメージの維持等の

様々な理由から、チャネルが統制・管理され

ているのである。

　垂直マーケティング・システムにおける、

チャネル・リーダーについてであるが、それ

は大規模製造業者、大規模卸売業者、大規模

小売業者のいずれでもよく、大規模製造業者

に限定されることはない。大規模製造業者だ

けが、チャネル・リーダーにふさわしいとい

うわけではないのである。ところで、この垂

直マーケティング・システムには、一般的

に、管理システム、契約システム、企業シス

テムの 3 つがあるとされている。以下では、

これらの 3 つのそれぞれについてみていくこ

とにする。

a.　管理システム

　Stern and El-Ansary（1977）は、この管

理システムにおいて、「マーケティング活動

の調整は、一つあるいは限定された数の企業

により開発された計画の利用により達成され

る」としている
（6）。つまり、管理システム

においては、チャネル・リーダーを中心とし

た企業により策定されたチャネル戦略や流通

計画に基づいて、チャネル全体としての活動

調整がなされるのである。

　Stern and El-Ansary（1977）は、この管

理システムにおいて、「諸単位は異なる目標

をもち得るが、包括的な目標に対する非公式

的な協働へのメカニズムが存在する」として

いる（7）。そして、「公式の包括的な構造なし

に、チャネル参加者の効率的な相互作用によ

を持っていないというのであれば、無駄な費

用を支出してまでもチャネルを統制・管理す

る必要はない。また、もちろん、流通業者を

統制・管理する能力や経済的資源がない中小

規模の製造業者では、チャネルの統制・管理

ということは無縁のことである。卸売業者や

小売業者の方も、特定の仕入れ先との関係や

結びつきを維持・強化したいという意思がな

ければ、チャネルを統制する必要はない。

　マーケティング・チャネルというと、その

全てが特定のチャネル・リーダー（特に大規

模製造業者）によって統制・管理されている

ものと捉えてしまうのは誤りであり、統制・

管理されていないチャネルが多数あるのであ

る。統制・管理を行おうとすると、他のチャ

ネル参加者との調整のためのコミュニケー

ション活動に掛かる費用、チャネル活動のモ

ニタリングに掛かる費用、チャネル参加者か

らの協調的な活動を確保するための費用等、

といった多額の費用支出が必要なので、その

ような費用を掛けてまで統制・管理する経済

的なメリットが特になければ、特定の製品種

類が流通・販売されるチャネルを単に確保し

ておくだけでよいということになる。

（２）　垂直マーケティング・システム

　B.C.McCammom,Jr., A.F.Doody and 

W.R.Davidson（1969）は、垂直マーケティ

ング・システムは、「大きな活動の経済や最

大限の市場への影響を達成するために予め計

画された、専門的に管理されており、集権的

に管理されたネットワーク」であるとしてい

る
（5）。つまり、垂直マーケティング・シス

テムというのは、チャネルの効率性向上、パ

フォーマンスの向上、大きなチャネル成果の

達成等のために、特定のチャネル参加者が

チャネル全体を統制・管理するものなのであ

る。垂直マーケティング・システムにおいて

は、伝統的チャネルとは異なり、チャネル・

リーダーにより、チャネル全体としての効率

性向上、パフォーマンスの向上、マーケット
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者を統制・管理下に置くために用いる手段は

何かということであるが、例えば、そうした

ものとしては、Stern and El-Ansary が管理

システムの開発に対する革新的な方法として

挙げている、製造業者が流通業者に対して提

供する計画されたマーチャンダイジング協約

がある（10）。管理システムによるチャネルは、

チャネル・リーダーが、他のチャネル参加者

に経済的利益や非経済的利益等を提供するこ

とにより関係が形成される緩やかな組織間シ

ステムである。

b.　契約システム

　Stern and El-Ansary（1977） は、「 組 織

は、統制を達成する手段としての合法的パ

ワーの利用によるチャネル・ネットワーク内

の役割義務の公式化をしばしば望む」として

いるが、契約システムは、チャネル参加者間で

の契約という法律的な関係により形成される

ものである（11）。Stern and El-Ansary（1977）

は、「組織間管理の見方からすれば、契約垂

直マーケティング・システムは、参加者が異

なる目標をもっているが、包括的な目標のた

めのある公式組織が存在する」としてい

る（12）。契約システムにおいては、依然とし

て、個々のチャネル参加者が独自のチャネル

目標をもっているものの、チャネル参加者間

に契約関係という法律的な関係が存在するこ

とにより、管理システムとは異なり公式的な

組織構造がみられるのである。契約システム

によるチャネルでは、特定のタイプの製品の

流通・販売に関わるチャネル参加者は、契約

関係によって結ばれることになるのである。

　Stern and El-Ansary（1977）は、この契

約システムの例として、卸主催ボランタリー

チェーンとフランチャイズシステムを挙げて

いる（13）。我が国では、自動車流通や化粧品

流通において、契約システムがみられる。こ

れらのうち、自動車流通に関していえば、

様々な自動車メーカーの製品の併売ではな

く、特定の自動車メーカーの専売をしている

り意思決定が発生する」とし、「権威の所在

は、個々のチャネル参加者に依然として残っ

て い る 」 と し て い る（8）。Stern and El-

Ansary（1977）が述べているように、管理

システムにおいては、個々のチャネル参加者

は、チャネル全体としての目標の達成に向け

て協調的な行動をとるものの、依然として、

個々のチャネル参加者独自の優先的な目標を

もっている。また、管理システムによるチャ

ネルでは、そのチャネル・システムの構造が

公式化されているわけではなく、明確な権限

構造がみられないのであるが、チャネル参加

者間での働きかけやコミュニケーション活動

の展開により、チャネル全体としての意思決

定がなされていくのである。

　McCammom, Jr., Doody and Davidson

（1969）は、この管理システムに関して、それ

は、「店舗の全体の活動というよりは、店舗の

ある特定の商品ラインに影響を及ぼす」もの

で あ る と し て い る（9）。McCammom, Jr., 

Doody and Davidson（1969）が述べている

ように、管理システムにおいては、基本的

に、特定の製品ライン（商品ライン）に関わ

るものであることが多い。例えば、チャネ

ル・リーダーが大規模製造業者であるとする

と、自社の主要な製品ラインを取り扱ってい

る小売業者に対して、その当該製品ラインに

関する流通・販売に関してのみ統制・管理し

ようとするだけである。小売業者の店頭品揃

えは、特定の企業が製造した商品のみを陳列

するだけでは、消費者にとって十分に魅力的

なものとはならないのである。当然のことな

がら、小売業者は複数の企業が製造した様々

な商品をも陳列することにより、消費者の選

択肢を増やし、店舗の魅力度を高める必要が

あるのである。

　それゆえ、管理システムにおいては、チャ

ネル・リーダーの統制・管理による影響が及

ぶのは、基本的に自社の特定の製品ラインに

関する部分だけである。

　チャネル・リーダーが、他のチャネル参加
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る」としている（16）。企業システムにおいて

は、完全に公式の組織構造や権限関係がある

ので、全体としてのチャネル活動を単一の視

点に基づいて調整しながら展開できるところ

から活動の経済性を達成しやすいし、単一の

資本により統合されており権限関係や指揮命

令系統が明確なので、チャネル全体を統制す

ることが容易である。ただし、この企業シス

テムに関しては、管理システムや契約システ

ムと比較して、維持・管理費用が掛かるとい

う問題があることが指摘される。

（３）　戦略提携によるチャネル

　戦略提携によるチャネルというのは、共同

統制によるチャネルの 1 つのタイプといえる

かもしれない。この戦略提携によるマーケ

ティング・チャネルが盛人に取り上げられた

ときがあるが、このタイプのマーケティン

グ・チャネルは、例えば大規模製造業者と大

規模小売業者間といった、ごく限られた部面

においてみられるだけにしか過ぎない。戦略

提携によるマーケティング・チャネルに関す

る議論で取り上げられていたチャネル参加者

間での協調やパートナーシップは、戦略提携

によるマーケティング・チャネルの議論が登

場する以前から取り上げられていた問題であ

り、さほど新しい事柄ではない。

　大規模小売業者が、様々な製造業者にその

店舗で販売するプライベートブランド商品の

製造を委託することがよくみられるが、そう

したことの全てが戦略提携によるものではな

い。大規模小売業者は、戦略提携であるかど

うかに関わりなく、かなり以前から下請けの

製造業者にプライベートブランド商品の製造

委託をしてきているからである。つまり、実

際には、非対称的なパワー関係がみられるな

かでの、単なる下請け関係によるものがみら

れるのであり、真の意味で戦略提携であると

いえるようなものは、さほど多くはないもの

とみられる。

　この戦略提携について、A.T.Coughlan, 

ことがあるが、特に専売制の場合には自動車

メーカーの統制・管理による影響がディー

ラーに及ぶ範囲が広くなる。化粧品流通の場

合には、契約関係に縛られない一般品の化粧

品流通が存在するので、化粧品メーカーによ

る統制・管理による影響が小売店に及ぶ範囲

は、専ら制度品の化粧品の製品ラインという

ことになる。この制度品の化粧品のチャネル

については、多くの化粧品販売店で、複数の

化粧品メーカーの制度品化粧品を併売してい

ることが多く、化粧品メーカーの統制・管理

による影響が及ぶ範囲はさほど広くはないの

である。

c.　企業システム

　Stern and El-Ansary（1977）は、企業シ

ステムは、「特定の製品のための異なった流

通段階にあるチャネル参加者が、一つの組織

により所有され、運営される」ときに現れる

ものであるとしている
（14）。また、Berman

（1996）は、企業システムについて、「共通の

所有を通じて単一の企業により、すべての生

産活動、流通活動が統制されている」もので

あるとしている（15）。

　企業システムというのは、例えば、大規模

製造業者が、卸売業者、小売業者を買収する

ことによる資本統合などで前方統合すること

で構築・形成されるものである。そしてそれ

は、大規模小売業者が、中小の製造業者等を

後方統合することにより構築・形成されるこ

ともある。また、例えば製造業者が、自社の

営業販売拠点を設立することや、自社のイン

ターネット販売サイトを開設することによっ

ても企業システムを構築・形成することがで

きる。

　企業システムでは、所有による資本統合と

いう強固な絆があるので、Stern and El-

Ansary（1977）は、そこでは、チャネル・

リーダーのようなチャネル参加者が、「活動

の経済性や他のチャネル参加者のマーケティ

ング活動に対する絶対的な統制を達成でき
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に相手側のニーズを受け入れることや、パー

トナー企業への依存というリスクを負うとい

う犠牲を払う用意が必要であるとしているの

である。そして、Coughlan,Anderson,Stern 

and El-Ansary（2001）は、戦略提携は、そ

れに参加する当事者に、非常に費用が高くつ

く義務を負わせることになるかもしれないと

している（20）。

　ところで、この戦略提携は、それに参加す

る当事者達のどのような動機によって形成さ

れるのであろうか。Coughlan, Anderson, 

Stern and El-Ansary（2001）は、製造業者

側の動機として、流通業者から市場情報を得

ることによる最終消費者への到達、参入障壁

の形成を挙げており、流通業者側の動機とし

て、ロジスティクス活動の調整による在庫削

減等の費用削減、「魅力的なブランドの製造

業者の選好された販路」としてポジショニン

グすることにより、他の流通業者との差別化

を図ることを挙げている（21）。戦略提携に参

加する当事者達は、そのそれぞれが戦略提携

関係から得られる利益を追求することになる

のであり、こうした利益追求が戦略提携の紐

帯となっていることはいうまでもないことで

ある。

　Coughlan, Anderson, Stern and El-

Ansary（2001）は、戦略提携の展開過程

（チャネル・パートナーシップの生涯）につ

いて、それは①意識→②探求→③拡張→④コ

ミットメント→⑤衰退と解体の 5 つの局面を

経るとしている（22）。戦略提携によるチャネ

ルというのは、企業を取り巻く様々な環境変

化等により、戦略提携に参加する意味がなく

なればやがては消滅してしまうものなのであ

る。

　マーケティング・チャネルには、以上のよ

うな様々なタイプのものが併存しているの

で、チャネル分析を行う際には、それぞれの

チャネルのタイプに見合った議論を行う必要

がある。戦略提携によるチャネルの議論が盛

んになされたときに、その戦略提携に関して

E.Anderson, L.W.Stern and A.I.El-Ansary

（2001）は、「2 つあるいはそれ以上の組織が、

単一の利害についての認識に従って機能させ

る諸関係（法律的、経済的、あるいは人間相

互間の）をもつ」ものであるとしている（17）。

つまり、戦略提携は、それに参加する当事者

達（例えば、大規模製造業者と大規模小売業

者等）が、パートナーシップ関係や何らかの

協約を取り結ぶことにより協働することが、

お互いの利益につながると判断することにより

形成されるのである。Coughlan, Anderson, 

Stern and El-Ansary（2001）は、戦略提携

という用語について、戦略提携と呼ばれてい

るものの多くは、便宜の戦術的協約、コンフ

リクトを少なくするための通常のビジネス関

係にしかすぎないことがあるとしており、実

際には戦略提携に該当しないものを戦略提携

と呼んでいることがあり、この用語が濫用さ

れていることを指摘している。そして時々、

戦略提携は実際には、強力なパワーを持つ組

織が他の弱い組織に対してパワーを行使して

いるパワーの不均衡関係であるとしている。

通常、戦略提携においては企業間でパワーが

均衡しているものとされているが、Coughlan, 

Anderson, Stern and El-Ansary（2001）は、

こうしたパワーが均衡しているケースにおい

ても、企業間で相互にかなりの影響力を行使

しているとしている
（18）。つまり、戦略提携

関係は、必ずしも対等な関係によるものばか

りではないというのである。

　戦略提携に参加する企業は、この戦略提携

という関係にコミットメントすることにな

る。この戦略提携へのコミットメントについ

て Coughlan,Anderson,Stern and El-

Ansary（2001）は、「ある組織がこの関係を

無期限に継続することを望むときに存在す

る」としている（19）。このコミットメントだ

けでは戦略提携の形成には不十分なので、戦

略提携関係に参加する企業には、関係の維

持・成長のために犠牲を払う用意があること

が必要であるとしている。例えば、通常以上
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には、製造業者が主導するチャネルだけでな

く、卸売業者が主導するチャネル、小売業者

が主導するチャネルがある。製造業者、卸売

業者、小売業者のうちのいずれがチャネル主

導するとしても、それぞれが主導する際の

ベースとなるものにはどのようなものがある

のであろうか。以下では、この点について検

討することにする。

　製造業者主導のチャネルにおいて、製造業

者がチャネルを統制・管理する際に用いる手

段として、Stern and El-Ansary（1977）は、

製造業者の製品への強力な消費者の吸引やロ

イヤルティの開発、販売の制限等による強制

的な方法、専門知識、参照パワー、合法的パ

ワーがあるとしている（23）。このように、製

造業者が、チャネルを統制・管理する際の手

段には、強力なブランド力のある製品の保

有、強制、専門知識、準拠／同一視、正当性

等のパワーの基礎があるということになる。

　卸売業者主導のチャネルにおいて、卸売業

者がチャネルを統制・管理する際に用いる手

段として、Stern and El-Ansary（1977）は、

ボランタリーチェーンの主催による地位の強

化、プライベートブランド商品の開発を挙げ

ている（24）。なお、D.J.Bowersox,  M. B. Cooper, 

D.M.Lambert and D.A.Taylor（1980）も

卸売業者によるチャネルの統制・管理の手段

として、ボランタリーグループを挙げてい

る（25）。つまり、卸主催のボランタリーチェー

ンを展開することによる、傘下の中小小売業

者への影響力の行使、卸売業者独自のプライ

ベートブランド商品の開発、といったものが

あるというのである。

　小売業者主導のチャネルについては、

Stern and El-Ansary（1977）は、特に多段

階マーチャンダイザー等の大規模小売業者が

チャネルを統制・管理する手段として、報

酬、強制、専門知識等のパワーの基礎、消費

者のイメージ形成、プライベートブランド商

品の開 発を挙げている（26）。この他に、

Bowersox, Cooper, Lambert and Taylor

なされていた議論にそぐわない従来からの

チャネルの議論について、その存在意義が薄

れたものとみなす傾向があったが、そのよう

な見方は慎むべきである。従来からのチャネ

ルの議論の分析対象は、戦略提携によるチャ

ネルの議論の分析対象とは、そもそも異なる

ものであったからである。

　戦略提携によるチャネルの議論が盛んにな

されていたときに、よく考えてみれば、大部

分のチャネルは伝統的チャネルであったばか

りでなく、依然として管理システム、契約シ

ステム、企業システム、といった垂直マーケ

ティング・システムが存在していたのである

から。伝統的チャネルや垂直マーケティン

グ・システムに適用される議論は、戦略提携

によるチャネルに適用される議論とは別のも

のである。特定のタイプのチャネルの分析を

するときには、それに見合った議論を適用す

べきである。全てのタイプのチャネルの分析

に適用可能な汎用的な議論などというもの

は、そもそも存在しないのである。例えば、

誰も統制・管理しようとはしない伝統的チャ

ネルに関する議論と、複数の有力なチャネル

参加者間で締結される協約等により形成され

る戦略提携によるチャネルに関する議論は全

く別物になるのは当然のことである。いうま

でもなく、垂直マーケティング・システムに

よるチャネルと戦略提携によるチャネルとは

別物である。チャネル研究をする際には、

チャネルのタイプにはどのようなものがある

のかを把握したうえで、そのなかで特にどれ

を分析対象とするのかを確定しておく必要が

あるのである。

Ⅳ　チャネルの統制・管理の主体は誰なの    

か？

　チャネルのなかの特に、垂直マーケティン

グ・システムによるチャネルを統制・管理す

る主体となるのは、製造業者、卸売業者、小

売業者のうちのいずれであろうか。チャネル
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ムにおいて、どのチャネル参加者がチャネ

ル・リーダーとして統制・管理を行うのか

は、それぞれの垂直マーケティング・システ

ムの状況に応じて異なるであろう。

　

Ⅴ　パワーシフトの問題についての検討

　我が国で、大規模製造業者から大規模小売

業者へのパワーシフトが話題になるように

なったのは、1970 年代後半からであるとみ

られる。日本経済新聞社編（1978）は、1970

年代末当時の状況を踏まえて、スーパーの大

規模小売業への成長・発展、ものが売れない

時代になり製品が供給過剰になったこと、情

報の流れが大製造業者から消費者へと一方的

に流れていたのが、消費者から情報が流れる

ようになり、消費者の欲求を捕捉する点で小

売業者が優位性をもつこと、といったことを

挙げ、小売業者（特に大規模小売業者）へと

チャネルの主導権が移っていくと主張し

た（28）。

　さらに、1990 年代のバブル崩壊後の不況

期と量販店やディスカウンター等の成長・発

展は、物が売れない時代のなかで、製造業者

の商品を仕入れる際の巨大な購買力や消費者

への巨大な販売力を背景として、大規模小売

業者の大規模製造業者に対する交渉力を増加

させた。このような状況変化から、大規模製

造業者から大規模小売業者へパワーシフトが

なされてきたと主張されるのである。

  こうしたパワーシフトに関する議論を理解

する際には注意が必要である。確かに、ある

チャネル部面においては、大規模製造業者か

ら大規模小売業者へとパワーシフトがなされ

たのは事実であるが、全てのチャネルの部面

において、そうしたことがみられたわけでは

ない。大規模製造業者から大規模小売業者へ

のパワーシフトがみられたのは、例えば、加

工食品、日用品等の伝統的チャネルである。

特に、どのチャネル参加者もチャネル全体を

統制・管理しようとはしない伝統的チャネル

（1980）は、市場への近接性により市場情報

が得られることを挙げているが、これについ

ても小売業者の統制・管理の手段に加えてよ

いものとみられる
（27）。

　垂直マーケティング・システムの統制・管

理というと、大規模製造業者が中小の卸売業

者や小売業者を組織化するケースが念頭に置

かれることが多いであろう。しかしながら、

実際には、大規模小売業者が中小製造業者等

を組織化することにより、垂直マーケティン

グ・システムを統制・管理していることがあ

る。そして、大規模卸売業者が、市場開拓力

のない中小製造業者と、その販売先である中

小小売業者との間に介在するとともに、それ

らを組織化することにより、垂直マーケティ

ング・システムを統制・管理していることも

ある。

　垂直マーケティング・システムにおける統

制・管理の主体は、大規模製造業者に限られ

るわけではない。大規模製造業者が、その製

品のブランド・イメージの維持や販売のなさ

れ方等について統制・管理する必要性がある

場合には、管理システム、契約システム、企

業システムのなかのいずれかによるチャネル

を構築して、それを統制・管理するであろ

う。

　そして、大規模小売業者については、その

店舗で販売する様々な商品、例えばプライ

ベートブランド商品等を調達するためなどの

理由で、中小製造業者を組織化し、統制・管

理することもある。

　また、大規模卸売業者は、その独自のプラ

イベートブランド商品の調達のために中小製

造業者を組織化することがあるし、アパレル

卸のように、直営小売販路を展開しているこ

とがある。

　垂直マーケティング・システムは、このよ

うに様々な統制・管理能力のある主体が、何

らかのチャネル全体としての目標を達成する

ために統制・管理するものと捉えるべきであ

る。それぞれの垂直マーケティング・システ
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パートナーシップや戦略提携関係をもつよう

になったのは、大規模小売業者の巨大な販売

力を看過できないので、大規模製造業者とし

ては、大規模小売業者と協調すべきところが

あれば対応するという立場をとったものとみ

られるのである。パワーシフトは、大規模製

造業者に、このような立場をとることを促進

したものと考えられる。

　大規模小売業者としても、大規模製造業者

と、その店舗の独自性を出すためにプライ

ベートブランド商品の開発面では協働するも

のの、大規模製造業者の取扱製品のうち、売

れ筋ではなく売り上げにさほど貢献しないも

のについては、店舗の棚スペースの効率的な

利用の観点から、店頭の棚から外すことにな

るであろう。このように、パートナーシップ

や戦略提携とはいっても、大規模製造業者と

大規模小売業者の双方とも、全面的に関わる

わけではないのである。また、環境変化等に

より、パートナーシップ関係や戦略提携関係

を維持する必要がなくなったときには、そう

した関係は解消されることになる。

　付け加えておくと、大規模製造業者が消費

者から絶大な支持を得ている強力な製品ブラ

ンドを持っている場合には、パワーシフトが

なされたと主張される現在においても、流通

業者に対してなにがしかの影響力をもってい

るものとみるべきであり、そうした製造業者

には、さほど大規模小売業者とパートナー

シップ協約や戦略提携を取り結ぶ必要性はな

いであろう。大規模製造業者と大規模小売業

者が、パートナーシップ協約や戦略提携を取

り結んでいる製品分野は、様々な企業の同種

製品間に代替性が強くみられ、価格弾力性が

高く、競争が激しい分野であるとみられる。

　また、垂直マーケティング・システムのな

かの管理システムと契約システム（フラン

チャイズシステム、チェーンストア制度）の

それぞれとパワーシフトとの関連について述

べれば、次のようになる。

　まず、管理システムについていえば、大規

における大規模製造業者と大規模小売業者と

の間での交渉・駆け引き等において、大規模

小売業者の交渉力が強まったというだけのこ

とである。大規模小売業者は、もともと大規

模製造業者に対する対抗力を持っているの

で、大規模製造業者の統制・管理を受けるわ

けがない。例えば、佐藤　肇（1974）は、

スーパーがその成長過程において、当時パ

ワーをもち流通支配をしていた大規模製造業

者に、どのようにして対抗してきたのかを詳

しく論じている
（29）。現在でも、大規模製造

業者と大規模小売業者間でなされている交

渉・取引は、この伝統的チャネルを通じてな

されているのである。

　ところで、大規模製造業者から大規模小売

業者へのパワーシフトがなされるという環境

変化が生じたので、大規模製造業者は大規模

小売業者とパートナーシップ協約や戦略提携

を取り結ぶようになったという見方について

は、どのように理解したらよいのであろう

か。この大規模製造業者と大規模小売業者間

でのパートナーシップや戦略提携について

は、それが適用される部面は、例えば、共同

開発のプライベートブランド商品等の限られ

た部面にしかすぎないのであり、さほど包括

的なものではない。大規模製造業者について

いえば、加工食品メーカー等にみられるよう

に、少子高齢社会に対応するように、従来か

らの加工食品だけでなく健康食品等も取り扱

うようになっており、製品の多様化を進めて

きている。それに応じて販売経路の多様化を

進めているし、場合によってはインターネッ

ト直販を行っていることもある。つまり、そ

の取扱製品の全てに渡って個々の大規模小売

業者と関わり合いを持つわけではないのであ

る。こうした意味で、パートナーシップや戦

略提携によるチャネルにおいては、関連する

特定のタイプの製品分野においてのみ、大規

模製造業者と大規模小売業者が協働関係をも

つことになるのである。

　また、大規模製造業者が大規模小売業者と
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伝統的チャネルなのか、垂直マーケティン

グ・システム（管理システム、契約システ

ム、企業システム）なのか、それ以外のもの

なのかを、どの程度明確にしたうえでなされ

ているのであろうか。そして、伝統的チャネ

ルとはどのようなものなのか、垂直マーケ

ティング・システムに含まれる管理システ

ム、契約システム、企業システムのそれぞれ

がどのようなものなのかをしっかりと把握し

たうえで、どの程度チャネル研究がなされて

いるのであろうか。

　ここでこのようにいうのは、大規模小売業

者へのパワーシフトが生じたとされたときか

ら、大規模製造業者によるパワー行使による

チャネルの統制・管理には限界が生じたと捉

えられるようになったのではないかとみられ

るからである。実際にパワーシフトが生じた

のは、上述のように、統制・管理されていな

い伝統的チャネルにおける大規模製造業者と

大規模小売業者間の交渉・取引関係において

であり、製造業者が主導する管理システムや

契約システムにおいてではなかったのであ

る。研究対象が、伝統的チャネルなのか、垂

直マーケティング・システムなのかを明確に

区別して認識しておきさえすれば、このよう

な捉え方はなされなかったはずである。垂直

マーケティング・システムにおいては、依然

として大規模製造業者による影響力行使（パ

ワー行使）は有効である。

　最近では、大規模製造業者が、自社のイン

ターネット販売サイト（企業システム）を通

じて、その製品を直販することがみられるよ

うになってきているが、そうしたことが広

がっていけば、徐々に大規模小売業者の影響

力は低下していくことになるかもしれない。

また、現実の店舗を中心として業務を行って

きた既存の大規模小売業者は、インターネッ

ト販売サイトや電子モールを運営する大規模

小売業者に次第に取って代わられ、小売業者

の主役交代となり、以前にパワーを持ってい

た小売業者から別の小売業者へとパワーの所

模小売業者は大規模製造業者の統制・管理の

対象ではないので管理システムとは関係がな

い。管理システムにおいて大規模製造業者が

統制・管理しているのは、特に中小の小売業

者であり、大規模製造業者はそうした中小の

小売業者に対する影響力を依然として保持し

ているとみるべきである。

　次に、契約システムに関しては、制度品の

化粧品流通にみられるチェーンストア制度や

自動車の流通・販売におけるフランチャイズ

システムがその代表的なものである。制度品

の化粧品流通に関していえば、量販店ルート

では、量販店側にかなりの交渉力があるし、

もともと量販店は統制・管理の対象ではない

のである。問題は、中小の専門店ルートなの

であるが、そこでは確かに他社製品との併売

がなされていることがあるものの、それなり

の影響力は行使でき、リーダーシップを発揮

できるものとみられる。そして、自動車流通

のフランチャイズシステムに関していえば、

大規模製造業者が系列のディーラーに対して

影響力を行使できることは明白である。

　以上まとめると、大規模小売業者へのパ

ワーシフトがなされたといっても、それが典

型的なかたちでみられるのは、伝統的チャネ

ルにおける大規模小売業者の取引・交渉時の

交渉力の増加ぐらいのものであろう。そし

て、大規模製造業者が大規模小売業者へのパ

ワーシフトという状況のなかで選択すること

がある大規模小売業者とのパートナーシップ

関係や戦略提携関係の形成といっても、一部

の製品分野に関して、その関係を形成するに

しか過ぎないのである。さらに、大規模小売

業者へのパワーシフトがなされたとされてい

る状況下においても、依然として、大規模製

造業者等により主導されている垂直マーケ

ティング・システムが存在するのである。

Ⅵ　おわりに

　チャネル研究がなされる際に、その対象が
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